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法人企業統計（2008年10～12月期）：製造業の業績が過去最大の落ち込み 

 

○輸出急減の影響などを受けて製造業を中心に企業業績が大幅に悪化 

・ 財務省の「法人企業統計」によると、2008 年 10～12 月期の全産業ベース（金融業・保険

業を除く、以下本稿では金融業・保険業を除いた計数に基づいて記載）の売上高は前年比

-11.6％と四半期ベースで過去最大の落ち込みとなった（図表１）。業種別にみると、製造

業は前年比-16.3％と減収幅が前期（同-1.5％）から大幅に拡大した。輸出の急減や国内

需要の低迷により、情報通信機械（同-26.7％）や輸送用機械（同-26.2％）など多くの業

種で大きく落ち込んだ。一方、非製造業も同-9.3％と大幅な減収となった。国内需要の縮

小などを反映して卸売・小売業（同-10.9％）やサービス業（同-9.6％）が前年水準を大

きく下回ったほか、不動産市場の低迷などにより建設業（同-13.1％）や不動産業（同

-6.2％）が減収となった。企業規模別にみると、大企業（資本金10億円以上）が同-9.0％、

中堅企業（同１億円以上 10 億円未満）が同-9.0％、中小企業（同１千万円以上１億円未

満）が同-15.0％といずれも減収となり、特に中小企業の落ち込みが目立つ。 

・ 一方、経常利益（全産業ベース）は前年比-64.1％と四半期ベースで第１次オイルショッ

ク後の1974年 10～12月期（同-64.5％）に次ぐ大幅な減益となった（図表２）（注）。業種別

にみると、製造業は同-94.3％と前年の１割に満たない水準まで落ち込んだ。輸出不振の

影響などにより輸送用機械や情報通信機械、電気機械などが赤字に転じたほか、一般機械

や金属製品などでも減益幅が急速に拡大した。一方、非製造業も同-35.0％と大幅な減益

となった。売上の減少を受けて卸売・小売業（同-62.3％）やサービス業（同-12.9％）な

どが減益となった。企業規模別には、いずれの規模でも減益が続いている。 
（注）2008 年４～６月期より調査対象に含まれることとなった「金融機関を子会社とする純粋持株会社」を除いたベース

でみると、経常利益（全産業）は前年比-64.6％となり、1974年 10～12月期の減少幅を上回る。 

 
図表１ 売上高は過去最大の落ち込みに  図表２ 経常利益は34年ぶりの大幅減益に 
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（注）金融業・保険業を除くベース。（財務省「法人企業統計」）
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（注）金融業・保険業を除くベース。（財務省「法人企業統計」）
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・ なお、企業の収益動向を季節調整値でみると、2008 年 10～12 月期の全産業ベースの経常

利益は前期比-40.9％と大幅な減益となった。製造業が同-83.2％、非製造業が同-20.1％

といずれも減少幅が拡大した。 

 

○売上数量の減少が製造業の経常利益を大きく下押し 

・ 製造業の経常利益の変動要因を分解すると、2008年７～９月期まで収益を大きく圧迫して

いた交易条件の寄与度が、原油など原材料価格の下落により、10～12月期にはプラスの寄

与に転じた（図表３）。しかしながら、輸出や生産の大幅な減少などの影響で売上数量の

寄与度が前期までのプラス寄与から一転して、大幅なマイナス寄与（収益の下押し）となっ

たため、経常利益が大幅に落ち込んだ。 

 

図表３ 製造業の経常利益の変動要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○製造業を中心に設備投資の減少幅が拡大 

・ 2008年 10～12月期の設備投資（ソフトウエアを含む）は全産業ベースで前年比-17.3％と

７四半期連続で減少し、減少幅も前期（同-13.0％）から拡大した（図表４）。業種別にみ

ると、製造業は同-11.1％と前期（同-0.9％）から減少率が急速に高まった。電気機械（同

+19.6％）や化学（同+7.7％）などが増加したものの、一般機械（同-23.4％）や金属製品

（同-19.0％）が減少に転じ、情報通信機械（同-25.1％）や輸送用機械（同-13.8％）な

どは前年割れが続いた。一方、非製造業は同-21.0％となり、前期（同-20.3％）からやや

落ち込み幅が拡大した。会計基準の変更によりリース業の大幅な減少が続いた(注)ことから

サービス業が同-43.0％と落ち込んだほか、卸売・小売業（同-12.1％）や建設業（同-10.9％）

などが減少した。 

・ 企業規模別には、大企業（資本金10億円以上）が前年比-11.9％と５四半期連続の減少と

なった。中堅企業（同１億円以上 10 億円未満）は同-6.8％、中小企業（同１千万円以上

１億円未満）は同-33.5％となり、いずれも７四半期連続で減少した。 

・ 季節調整値でみると、10～12月期の全産業ベースの設備投資（ソフトウエアを除く）は前

期比-6.9％と５四半期連続で減少した。製造業は同-8.8％と落ち込み幅が拡大、非製造業
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も同-5.5％と減少が続いた。 
（注）2008年４月より「リース取引に関する会計基準」が適用され、これまで主に貸し手側で固定資産とし

て計上されていたリース物件が、貸し手側では流動資産に計上され、借り手側では固定資産に計上されるこ

とになった。この影響でリース業の設備投資は４～６月期が前年比-64.0％、７～９月期が同-68.4％、10～12

月期が同-70.3％と大きく減少している。なお、リース業を除いた全産業の10～12月期の設備投資は前年比

-9.7％、非製造業は同-8.7％となっている。借り手側がリース資産を固定資産に計上することでリース業以

外の設備投資額が押し上げられている部分もあるとみられるが、設備投資の実態は公表数値（全産業ベース

で前年比-17.3％）ほど弱くないと考えられる。 

 

図表４ 製造業の減少幅が急速に拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人件費が減少したものの付加価値総額が大幅に減少し、労働分配率は５四半期連続で上昇 

・ 企業の付加価値に占める人件費の割合である労働分配率（４四半期後方移動平均）を求め

ると、2008年 10～12月期は全産業ベースで68.5％と５四半期連続で上昇した（図表５）。

これは、10～12月期の人件費が前年比-4.9％と前期（同-2.3％）からさらに抑制されたも

のの、企業の付加価値総額が営業利益の大幅な減少などにより同-14.4％と人件費の減少

幅を上回ったためである。 

 

図表５ 労働分配率の上昇ペースが足下で加速 
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（注）金融業・保険業を除くベース。（財務省「法人企業統計」）
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○製造業の損益分岐点売上高比率が急上昇し、企業収益の安定性は低下 

・ 企業収益の安定度を示す損益分岐点売上高比率（４四半期後方移動平均）を計算すると、

2008年 10～12月期は全産業ベースで83.2％と、７～９月期（80.3％）から上昇した（図

表６）。特に業績の悪化を受けて製造業の損益分岐点売上高比率は82.1％と前期（75.7％）

から急上昇しており、企業収益の安定度が低下している。 

 

図表６ 製造業の損益分岐点売上高比率が急速に上昇 
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